
水産林政部試験研究機関における研究活動の不正行為への対応指針取扱細則 

 

 （目的） 

第１条 この細則は，水産林政部試験研究機関における研究活動の不正行為への対応指

針（以下「指針」という。）の施行について必要な事項を定める。 

 

 （受付機関において周知する事項） 

第２条 指針第３条の規定により受付機関が機関内外に周知する事項は次の各号に定め

るとおりとする。 

(1) 受付窓口  

  担当部署名，住所，電話番号，ファクシミリ番号及び電子メールアドレス。 

(2) 不正行為についての通報の方法及び内容 

  通報は，原則として書面，ファクシミリ，電子メール及び面談により，次の４点

を明らかにして行う。 

① 通報者の氏名及び連絡先 

② 不正行為を行ったとされる研究者・グループ名 

③ 不正行為の態様，時期等並びに事案の内容 

④ 不正とする科学的合理的理由 

(3) その他 

  調査に当たっては通報者に協力を求める場合があること。調査の結果，通報等が

悪意に基づくものであったことが判明した場合は，氏名等の公表を行う場合がある

こと。 

 

 （通報の回付） 

第３条 不正行為に関する通報等が受付機関以外の機関になされた場合は，当該機関は，

水産林業政策室に当該通報等を回付する。 

 

 （通報及び事案の取扱い） 

第４条 受付機関は，指針第４条第１項の規定による通報を受け付けた場合，又は同条

第３項の規定により通報に準じた取扱いをすることとした場合，通報等の内容や通報

等を行った者の秘密を守るため適切な方法を講じなければならない。 

２ 水産林政部長は，当該事案の通報者，被通報者，通報及び調査の内容等について，

調査結果の公表まで調査関係者以外に漏洩することのないよう，関係者の秘密保持を

徹底する。 

 

 （調査委員会） 

第５条 水産林政部長は，指針第５条の規定による調査委員会の設置に当たっては，調

査の公平性，当該研究分野の専門性に配慮するとともに，通報者及び被通報者と直接

の利害関係を有しない者を指名する。 

２ 水産林政部長は，指針第６条の規定による予備調査のための調査委員会の設置に当

たっては，原則として水産林政総務課，水産林業政策室，当該試験研究機関を所管す

る課及び当該試験研究機関の職員の中から，必要に応じて委員を指名する。 

３ 水産林政部長は，指針第１０条の規定による本調査のための調査委員会の設置に当

たっては，前項に規定する職員のほか、当該研究分野の研究者であって，当該試験研

究機関に属さない者を委員に含める。また，必要に応じ県職員以外の者を委員に含め



ることができる。 

４ 調査委員会の運営，調査の方法等については，調査委員会において定める。 

 

 （予備調査） 

第６条 指針第６条の規定による予備調査は，通報された行為が行われた可能性，不正

とする科学的合理的理由の論理性，当該研究活動の公表から通報までの期間が事後の

検証を可能とする原データ，実験・観察ノート及び実験試料・試薬などの合理的な保

存期間を超えていないかなど，通報等の内容の合理性，調査可能性等について行う。 

２ 調査委員会は，予備調査の開始後，原則として概ね３０日以内に調査結果を取りま

とめ，水産林政部長に報告する。 

 

 （本調査を実施しない旨の決定に対する異議の申立て） 

第７条 指針第８条第１項に規定する別に定める期間とは，指針第７条第２項の規定に

よる通知の日から１４日以内とする。 

２ 指針第８条第１項の規定による申立てに当たっては，通報者は，指針第７条第２項

の規定により通知された内容を覆すに足る資料を提出しなければならない。 

 

 （本調査） 

第８条 水産林政部長は，指針第７条第１項の規定により本調査を行う決定をした場合

には，決定後，概ね３０日以内に調査委員会を設置して調査を開始させる。 

２ 水産林政部長は，本調査に当たって，通報等に係る研究活動に関して証拠となるよ

うな資料等を保全する措置をとることができる。 

３ 調査委員会は，被通報者に対し再実験などにより再現性を示すことを要請した場合，

あるいは被通報者の自らの意思によりそれを申し出た場合は，それに要する期間及び

機会を保障しなければならない。ただし，被通報者により同じ内容の申し出が繰り返

して行われた場合において，それが当該事案の引き延ばしを主な目的とすると，調査

委員会が判断するときは，当該申し出を認めないことができる。 

４ 調査の対象には，通報等に係る研究活動のほか，調査委員会の判断により調査に関

連した被通報者の他の研究活動も含めることができる。 

５ 調査委員会は，調査に当たっては，調査対象における公表前のデータ，論文等の研

究又は技術上秘密とすべき情報が，調査の遂行上必要な範囲外に漏洩することのない

よう十分配慮する。 

６ 調査委員会は，指針第１０条第１項第２号に規定する事項の確認に当たっては被通

報者等の，同第３号に規定する事項の確認にあたっては通報者の弁明の聴取を行うも

のとする。 

７ 調査委員会は本調査の開始後，原則として概ね９０日以内に調査結果を取りまとめ，

水産林政部長に報告する。 

 

 （調査結果に対する異議の申立て） 

第９条 指針第１２条第１項及び第３項に規定する別に定める期間とは，指針第１１条

第１項の規定による通知の日から１４日以内とする。 

２ 指針第１２条第１項及び同条第３項の規定による申立てに当たっては，通報者及び

被通報者は，指針第１１条の規定により通知された内容を覆すに足る資料を提出しな

ければならない。 

３ 水産林政部長は，申立ての審査に当たって，あらかじめ審査期間を定め，関係者に



通知した上で実施するものとする。 

 

 （証拠保全措置の解除） 

第１０条 水産林政部長は，不正行為は行われなかったとの確認を行った場合，第８条

第２項の規定による証拠保全の措置について，速やかにこれを解除する。 

 

 （受付機関及び当該試験研究機関が被通報者等の現所属と異なる場合の取扱い） 

第１１条 指針第４条第４項において，同条第１項に規定する通報を受け付け，又は同

条第２項若しくは第３項の規定により通報に準じた取扱いをした受付機関が，被通報

者の現所属と異なる場合，受付機関の長は，被通報者の現所属の所属長にも併せて通

知する。 

２ 指針第７条第１項において，当該試験研究機関が，被通報者の現所属と異なる場合，

水産林政部長は被通報者の現所属の所属長にも併せて通知する。 

３ 指針第１３条第１項において，当該試験研究機関が，被確認者又は被通報者の現所

属と異なる場合，水産林政部長は被確認者又は被通報者の現所属の所属長にも併せて

通知する。 

 

 （その他） 

第１２条 この細則に定めるもののほか，この細則の実施に関し必要な事項は，水産林

政部長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この細則は，平成３１年４月１日から施行する。  

２ 農林水産部試験研究機関における研究活動の不正行為への対応指針取扱細則（平成

２０年１０月１日施行）は廃止する。  

 


